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一人ひとりがともに能力を発揮し希望する働き方ができ

る環境づくり 
 

【現状と課題】 

 就業は生活の経済的基盤であるとともに、個人の自己実現につながるものです。そのため、働き

たい人が性別に関わりなくその能力を十分に発揮できる就業環境の整備は、個人の幸福の実現

に不可欠であり、また、ダイバーシティ＊の推進による社会・経済活動の活性化という観点からも

極めて重要です。 

女性活躍推進法及び育児・介護休業法に基づく企業の取組や保育サービスの拡充などにより、

育児をしながら働く女性が増加し、３０歳代を底とするＭ字カーブ＊を描いていた本市の女性の年

齢階級別労働力率は改善傾向にあります。しかしながら、女性は男性に比べてパートタイム労働な

どの非正規雇用の割合が高く、女性の長期的なキャリア形成が困難な状況にあり、依然として男

女間の賃金格差が大きいことは、女性が貧困に陥りやすい背景の一つとなっています。 

令和３（2021）年度に実施した市民意識調査によると、「社会全体として女性が働きにくい状況

にある」と感じている人の割合は 32.2％で、その理由として多くの方が「女性が働きやすい労働

条件・環境が整っていない」・「育児施設・サービスが十分でない」を挙げています。 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」を実現し、働きたい人全てが、仕事と子育て・介

護・社会活動等を含む生活との二者択一を迫られることなく働き続けるためには、家事、育児、介

護などに男女がともに取り組むことが必要です。しかし、男性の家庭生活への参画は、長時間労働

や固定的性別役割分担意識などの影響であまり進んでおらず、家事・育児等の負担は女性に偏っ

ているのが現状です。 

このような状況において、男性の家庭生活への参画や女性の就業継続及び政策・方針決定過程

への参画を進めるためには、一人ひとりの働き方改革を含めた仕事と生活の調和に向けた社会的

気運の醸成、男性の子育て・介護・家事への参画の促進等を進めていくとともに、安心して子育て

ができるよう、多様な需要に応じた保育サービスの整備、子育ての不安の解消を図るための相

談・支援体制の充実を図ることが必要です。 

また、性別を理由とする差別的扱い、妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益な

取扱いやハラスメント等の根絶も重要な課題となっており、引き続き啓発を図ることが必要です。 

 

 

*ダイバーシティ 

「多様性」のこと。性別や国籍、年齢などに関わりなく、多様な個性が力を発揮し、共存できる社会のことをダイ

バーシティ社会という。（国の第５次男女共同参画計画） 

*Ｍ字カーブ 

日本の女性の労働力人口比率（労働力率、労働参加率）又は就業率を年齢階級別にグラフ化したとき、３０歳代

を谷とし、２０歳代後半と４０歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になることをいう。この背景に

は、結婚や出産を機に労働市場から退出し、子育てが一段落すると再び労働市場に参入する女性が多いという

ことが考えられる。なお、１０年前と比較すると、全ての年齢階級で労働力人口比率は上昇しており、グラフの全

体の形はＭ字型から欧米先進諸国でみられるような台形に近づきつつある。（国の第５次男女共同参画基本計

画） 

 

重点課題３ 
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◆男女別年齢階級別労働力率（霧島市） 

 

 

資料：令和２（2020）年「国勢調査」 

 

 

◆鹿児島県における男女別平均所定内給与額と男女間給与比率の推移 

 

 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
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◆社会全体としての女性の働きやすさに対する考え方 

 

資料：令和３（2021）年度霧島市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

◆女性が働きにくいと思う理由 

 

資料：令和３（2021）年度霧島市男女共同参画に関する市民意識調査 
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施策の方向（１）行政分野における女性の参画の促進 

性別によって行政サービスの受益や負担に不均衡や不公平が生じることなく、男女双方の行

政ニーズを施策に適切に反映させるために、政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図りま

す。 

 

具体的施策 

 

① 附属機関等＊委員への女性の登用の促進 

  霧島市女性委員登用推進規程に基づき、附属機関等の委員に積極的な女性を登用します。 

No 主な取組 所管課 備考 

3１ 積極的な女性委員の登用促進 市民課 

関係各課 

 

 

② 女性職員の登用等の促進及び市職員採用試験への女性の受験希望者拡大 

女性職員の職域拡大を図り登用の促進に努めます。また、女性職員の就労継続を支援するとと

もに、男性職員の育児・介護への参加を促進するため、仕事と育児・介護の両立支援制度の利用促

進を図るなど、仕事と生活の調和を実現しやすい環境づくりに努めます。 

No 主な取組 所管課 備考 

3２ 女性職員に対する能力開発を図るための各種研修の実施 総務課  

3３ 女性職員の登用の促進 総務課  

3４ 女性職員の職域の拡大 総務課  

3５ 女性の受験希望者拡大に向けた取組 総務課  

3６ 仕事と育児・介護の両立支援制度の活用促進 総務課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*附属機関等  

法律や条例により設置されている附属機関や要綱等により設置されている審議会等のことをいい、市政の重

要事項について審議等を行う機関。 
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施策の方向（２）雇用の分野における男女の均等な機会・待遇の確保及び各種ハラスメント

の防止 

雇用の分野における男女の平等な機会・待遇の確保のため、事業者に対し関係法令や諸制度

の積極的な周知・広報を行うとともに、「積極的改善措置（ポジティブ・アクション）＊」の本来の意

義や目的の周知に努めます。また、労使間や雇用者間の各種ハラスメント防止についても引き続

き啓発を行い、事業者の積極的な取組を促します。 

 

具体的施策 

 

① 男女雇用機会均等法等法令や諸制度の普及・啓発 

事業者に対し、男女雇用機会均等法等関係法令・制度に関する周知・広報を進めます。 

No 主な取組 所管課 備考 

3７ ホームページ等による関係法令・制度の周知 商工振興課  

3８ 労働局等と連携した労働問題に関する相談会等の実施 商工振興課  

 

② 事業者における女性の参画の促進 

積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の情報提供や普及に努め、企業の先進的取組やロール

モデルについて情報収集・提供を図ります。 

No 主な取組 所管課 備考 

３９ 管理職等への女性の登用状況の調査の実施と結果の周知 市民課  

４０ 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を促進するための

セミナーの開催等による普及啓発・情報提供 

市民課  

４１ 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）に関する企業の取

組の調査の実施と結果の周知 

市民課  

4２ 公共工事における女性雇用促進に取組む事業者を工事成

績、総合評価で支援 

工事契約検査課  

4３ 広報誌等によるロールモデル情報の紹介 秘書広報課  

 

③ 女性の就労状況の把握 

市内事業者における男女共同参画の取組状況及び就労状況等について総合的に調査し、これら

の現状を明らかにします。また、その結果を事業者全体に周知し、それにより、取組の進んでいる

事業者には推進の継続を、遅れている事業者には積極的な取組を促します。 

No 主な取組 所管課 備考 

4４ 男女共同参画に関する実態調査の実施 市民課  
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④ 女性雇用労働者の母性健康管理の支援 

男女雇用機会均等法では、事業主の義務として、妊娠中または出産後の女性労働者が健康診査

等を受けるための時間の確保、労働基準法では、産前産後休業に関する規定等女性労働者の妊娠、

出産等に関する基準が定められています。 

また、妊娠・出産に係る的確な母性健康管理を推進していく手段として「母性健康管理指導事項

連絡カード」が定められているところであり、これらの法律及び制度に関し、広く周知・広報活動を

実施します。 

No 主な取組 所管課 備考 

4５ 母性健康管理指導事項連絡カード＊の周知 すこやか保健センター  

 

⑤ ハラスメント防止の取組 

労使間や雇用者間のセクシュアル・ハラスメント＊やマタニティ・ハラスメント＊、パタニティ・ハラ

スメント*等への研修・相談体制の充実など、事業者の積極的な取組を促進するため、研修・相談体

制の充実を図ります。 

No 主な取組 所管課 備考 

4６ 事業者における各種ハラスメント防止対策の把握 市民課  

4７ 事業者に対する各種ハラスメントに関する法制度等の周知・

広報 

市民課  

 

⑥ 非正規労働者への支援 

パートタイム労働者や派遣労働者等の非正規労働者の適正な労働条件を確保するため、パート

タイム労働法（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律）をはじめ、関係法令の周知を図り

ます。 

No 主な取組 所管課 備考 

4８ 適正な労働条件に関する法令等の周知・広報 商工振興課  

 

 

*積極的改善措置（ポジティブ・アクション） 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会に

係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提

供することをいう。（霧島市男女共同参画推進条例第 2条第 2号） 

*母性健康管理指導事項連絡カード 

主治医が行った指導事項の内容を、仕事を持つ妊産婦から事業主へ明確に伝えるのに役立つカード。 

*セクシュアル・ハラスメント 

性的な言動により相手に不快感を与え、相手の就労環境その他生活環境を害し、又は不利益を与える行為を

いう。（霧島市男女共同参画推進条例第２条第５号） 

*マタニティ・ハラスメント 

働く女性が妊娠・出産・育児休暇を理由として職場で受ける嫌がらせや不利益な取扱いのこと。 

 

*パタニティ・ハラスメント 

   働く男性がパートナーの出産や育児を理由に取得する休暇等をもとに職場で受ける嫌がらせや不利益な取扱

いのこと。 

重点課題 3 
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施策の方向（３）自営業における就業環境の整備及び女性の経営参画の促進 

農林水産業及び商工業等の自営業において、女性の就業環境の整備及び経営等の方針決定過

程への参画を促進します。 

 

具体的施策 

 

① 農林水産業分野における就業環境の整備及び女性の参画の拡大 

家事、育児、介護等にかかわる女性の負担の軽減や仕事と生活の調和を促進し、女性が対等な

パートナーとして経営に参画するため、家族経営協定＊等の有効活用を進めるとともに、女性の経

営管理能力や技術の向上を目的とした研修等の機会を提供します。 

No 主な取組 所管課 備考 

4９ 家族経営協定締結の促進 農政畜産課  

５０ 農業経営改善計画＊の夫婦による共同申請の推進 農政畜産課  

５１ 農業経営専門指導員による経営指導 農政畜産課  

 

② 商工業分野における就業環境の整備及び女性の参画の拡大 

商工業において、女性の適正な労働環境の整備が図られるよう、法令・制度の周知・広報を行う

とともに、女性の経営管理能力や技術の向上を目的とした研修等の機会を提供します。 

No 主な取組 所管課 備考 

5２ 商工会議所、商工会等が発行する広報誌を活用した広報・啓

発等 

市民課  

5３ 商工会議所、商工会等の経営指導員による経営指導 商工振興課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*家族経営協定 

  家族農業経営にたずさわる各世帯員が、家族間の十分な話し合いに基づき、経営方針や役割分担、世帯員全員

が働きやすい就業環境等について取り決める協定のこと。 

*農業経営改善計画 

  農業経営基盤強化法に基づく認定農業者＊になるために５年後の経営改善目標を記載した計画のこと。 

 

 

 

重点課題 3 



 

- 30 - 
 

施策の方向（４）再就職、起業、雇用によらない働き方の支援、能力開発とデジタル分野を含

めた人材育成 

女性の能力開発や人材育成を図る各種研修や講座等を実施するとともに、関係機関が実施す

る能力開発や人材育成に関する各種学習情報の提供を行います。 

 

具体的施策 

 

① 就業継続、再就職の支援 

育児・介護等を理由に離職した女性の再就職は、離職期間が長期にわたる場合が多いことや、職種

によっては職業能力の維持が難しいこと、本人の希望する職種や就業条件と企業の人材ニーズとの

適合が困難なことから、就業の継続及び再就職のための情報提供等に努めます。 

No 主な取組 所管課 備考 

5４ 就業継続や再就職に関する必要な知識や情報の提供 子育て支援課 

商工振興課 

 

5５ 子育て中の女性に対するマザーズコーナー＊の周知 子育て支援課 

商工振興課 

 

 

② 起業及び雇用によらない働き方の支援 

起業や雇用によらない働き方をするために必要な知識の取得について、取組事例の収集及び情

報提供や相談対応を行います。 

No 主な取組 所管課 備考 

5６ 霧島市創業支援センター＊による情報提供及び相談対応 商工振興課  

5７ 就農を促進するための必要な知識や情報の提供 農政畜産課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*マザーズコーナー 

子育てをしながら就職を希望している方が、子ども連れでも来所しやすい環境を整えた、就職に関する情報

の提供などの個々の希望やニーズに応じたきめ細やかな就職支援を行う窓口。 

*霧島市創業支援センター 

平成 26年 1月に開設した霧島市商工振興課を本部とする創業希望者に対する相談窓口。 
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③ 職業能力開発とデジタル分野を含めた人材育成 

フリーランスなどの雇用によらない多様な働き方を支援するとともに、デジタル分野を含めた

人材育成を推進するため、新たな職業能力を取得するための訓練や取組事例について情報提供や

相談対応を行います。 

No 主な取組 所管課 備考 

5８ 女性のエンパワメント＊のためのセミナーの開催 市民課  

5９ 女性の能力開発に関する各種学習情報の提供 市民課 

メディアセンター 

 

６０ デジタル分野に関する各種学習情報の提供 DX推進課 新規掲載 

 

 

 

施策の方向（5）子育て・介護基盤整備等の推進 

性別や就労の有無に関わらず、安心して子育てや介護ができる社会の実現に向けて、多様化

する保育ニーズへの対応や子育て支援拠点、介護支援の充実を図ります。 

 

具体的施策 

 

① 多様化する保育ニーズに対応した保育サービスの整備 

子育てに関する多様なニーズに対応するため、一時保育、延長保育、病児・病後保育等の様々な

保育サービスの充実を図ります。 

No 主な取組 所管課 備考 

６１ 一時預かり事業の実施 子育て支援課  

6２ 延長保育事業の実施 子育て支援課  

6３ 病児・病後児保育事業の実施 子育て支援課  

6４ 休日保育事業の実施 子育て支援課  

6５ 医療的ケア児*保育支援事業の実施 子育て支援課 新規掲載 

 

② 子育て支援体制の整備・充実 

子育て中の親子が相談、交流、情報交換できる地域子育て支援センター等における事業の充実

を図るとともに、子育てに関する施策の充実を図ります。 

No 主な取組 所管課 備考 

6６ 家庭児童相談員等による相談対応 こども・くらし相談センター  

6７ 放課後児童対策の充実 子育て支援課  

6８ 地域子育て支援センター事業の充実 子育て支援課  

6９ ファミリー・サポート・センター＊事業の充実 子育て支援課  

７０ 育児相談及び離乳食教室等の実施 すこやか保健センター  

７１ 乳幼児健診の実施 すこやか保健センター  

重点課題 3 
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③ 地域住民等の力を活用した介護支援の充実 

高齢者を含めた地域社会を構成する一人ひとりが、地域の一員である自覚を持ち、相互に支え

合うような意識を高めるための取組を推進します。 

No 主な取組 所管課 備考 

7２ 生活支援体制整備事業＊の実施 長寿・障害福祉課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊エンパワメント 

誰もが生まれながらに持っている本来の個性や力を十分発揮できるよう社会の在り方を変えることを前提

として、社会的制約や様々な抑圧によって発揮されていなかった自分の力への信頼と尊厳を回復すること。

「女性のエンパワメント」は、女性が意思決定過程に参画し、自立的な力をつけるという意味で使われることが

多い。 

＊ファミリー・サポート・センター 

仕事や行事、通院などの変動的な保育需要などや介護の際に、援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員

となって、地域において育児・介護に関する相互援助活動を行う会員制の組織。（現在、本市に設置されているフ

ァミリー・サポート・センターは、育児に関する相互援助活動を実施。） 

＊医療的ケア児 

   「医療的ケア児」とは、日常生活及び社会生活を営むために、恒常的に人工呼吸器による呼吸管理、喀痰（かく

たん）吸引その他の医療的ケアを受けることが不可欠である児童。令和３（2021）年６月に「医療的ケア児及びそ

の家族に対する支援に関する法律（医療的ケア児支援法）が成立、同年９月 18日に施行された。 

＊生活支援体制整備事業 

「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」や「協議体」の設置等を通じて、市町村が中心となって、サ

ービスが創出されるよう取組を積極的に進める事業のこと。具体的には、コーディネーターと協議体が協力しな

がら、①地域のニーズと資源の状況の見える化、問題提起、②地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働き

かけ、③関係者のネットワーク化、④めざす地域の姿・方針の共有、意識の統一、⑤生活支援の担い手の養成やサ

ービスの開発、⑥ニーズとサービスのマッチングなどの取組を総合的に推進する事業。（霧島市すこやか支え合

いプラン 2021（第９期高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画）） 
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施策の方向（6）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）＊と働き方改革の推進 

仕事と育児・介護等の両立に関する意識啓発を進め、「男性は仕事、女性は家庭」というような

性別による固定的な役割分担意識の解消や男性の家事・育児参画の促進等を進めます。 

 

具体的施策 

 

① 仕事と子育て・介護等の両立支援に関する意識啓発の推進、制度の普及 

仕事と生活の調和は、個人生活の充実と経済社会の活性化につながるものであることについて

社会的理解を深め、長時間労働を含めた働き方の見直しに繋がる意識啓発を進めます。 

No 主な取組 所管課 備考 

7３ 「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の啓発による

企業の意識改革 

市民課  

7４ 「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」に関するセミ

ナー等の実施 

市民課  

7５ 育児・介護休業制度等の労働関係法令や諸制度の普及 市民課 

商工振興課 

 

 

② 事業者及び男性の意識改革と家事・育児等参画への気運醸成 

男性の家庭生活への参画を進めるため、男性が家事・育児・介護に主体的に参画しやすい環境づ

くりに向けた取組を進めます。 

No 主な取組 所管課 備考 

7６ 男性を対象とした生活技術講座の実施 社会教育課  

7７ 子育て支援に関する情報提供 子育て支援課  

7８ 事業者に対する育児・介護休業の取得状況調査 市民課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

やりがいのある仕事と充実した私生活を両立させるという考え方。 
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